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北海道告示第２９４号

次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
なお、この入札に係る調達は、１９９４年４月１５日マラケシュで作成された政府調達に関する

協定の適用を受ける。
平成２３年４月２２日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 入札に付する事項
� 調達をする物品等の名称及び数量
デスクトップパソコン １０台

� 調達をする物品等の仕様等 入札説明書による。
� 納 入 期 限 平成２３年５月２７日
� 納 入 場 所 北海道総合政策部総務課
２ 入札に参加する者に必要な資格
次のいずれにも該当すること。

� 平成２３年北海道告示第７号に規定する物品の購入の資格を有すること。
� 道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。
� 暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外されていな
いこと。

３ 契約条項を示す場所
北海道総合政策部総務課

４ 入札執行の場所及び日時
� 入 札 場 所 札幌市中央区北３条西６丁目 北海道本庁舎５階テレビ会議

室（送付による場合は、郵便番号０６０－８５８８ 札幌市中央区北
３条西６丁目 北海道総合政策部総務課）

� 入 札 日 時 平成２３年５月１７日午後２時（送付による場合は、同月１６日ま
でに必着）

� 開 札 場 所 �に同じ。
� 開 札 日 時 �に同じ。
５ 入 札 保 証 金
平成１６年北海道告示第４４８号の１の�及び�による。

６ 一連の調達契約に関する事項
この契約による調達後において調達が予定される物品等の名称、数量及びその入札の公
告の予定時期
� 名 称 及 び 数 量 パソコン ２台
� 予 定 時 期 平成２３年９月頃
７ 入札説明書の交付に関する事項
� 交 付 場 所 ３に同じ。
� 交 付 方 法 �の場所で交付する。

発行 北 海 道
編集 総務部人事局

法 制 文 書 課
電話 ０１１－２０４－５０３５
FAX ０１１－２３２－１３８５
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なお、郵送による交付を希望する場合は、Ａ４判用紙が入る
返信用封筒（宛先を明記したもの）及び重量１００グラムに見合
う郵便料金に相当する郵便切手又は国際返信切手券を添えて、
契約に関する事務を担当する組織に申し込むこと。
また、北海道総合政策部総務課のホームページ（http : //

www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sum/）においてダウンロードするこ
とができる。

８ 落札者の決定方法及び契約書作成の要否
平成１６年北海道告示第４４８号の２の�のア及び３の�による。

９ 落札者と契約の締結を行わない場合
落札者が暴力団関係事業者等であることにより道が行う公共事業等から除外する措置を
講じることとされた場合は、当該落札者とは契約の締結は行わない。

１０ そ の 他
平成１６年北海道告示第４４８号の４の�、�から�まで及び	から
までによるほか、次
による。
契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地

� 名 称 北海道総合政策部総務課
� 所 在 地 郵便番号０６０－８５８８ 札幌市中央区北３条西６丁目

電話番号０１１－２０４－５１２２
１１ Summary

Ａ Nature and quantity of the products to be purchased :

Desk Top Personal Computer, 10 set

Ｂ Bid tendering date and time : 2 : 00 P.M., May 17, 2011

(If mailed, bids must arrive no later than 5 : 00 P.M., May 16, 2011)

Ｃ Contact : Administrative Division, Department of General Policy, Hokkaido Goverment,

Nisi 6-Chome, Kita 3-jo, Chuo-ku, Sapporo 060-8588 Japan

Phone : 011-204-5122

北海道告示第２９５号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
平成２３年４月２２日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 落札に係る特定役務の名称及び数量
平成２３年度広報紙「ほっかいどう」制作及び配布業務 一式

２ 落札を決定した日

平成２３年４月５日
３ 落札者の氏名及び住所
� 氏 名 株式会社電通北海道
� 住 所 札幌市中央区大通西５丁目１１－１
４ 落札金額
１２８，１００，０００円

５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成２３年２月１８日付け北海道告示第９６号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道総合政策部知事室広報広聴課
� 所在地 札幌市中央区北３条西６丁目

北海道告示第２９６号

土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号）第１１条第１項の規定により、特定有害物質によっ
て汚染されており、土地の形質の変更をしようとするときの届出をしなければならない区域
（以下「形質変更時要届出区域」という。）を次のとおり指定する。
平成２３年４月２２日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 形質変更時要届出区域 岩見沢市東町２０７番１の一部、２１７番１の一部、２１８番１の一

部、２２１番の一部、２２２番の一部、２２３番１の一部、２３３番の一部、
２３４番の一部及び２４６番の一部（次の図のとおり）

２ 特定有害物質の種類 鉛及びその化合物
（「次の図」は省略し、その図面を北海道環境生活部環境局環境推進課に備え置いて縦覧
に供する。）

北海道告示第２９７号

昭和４９年北海道告示第１０２０号（北海道自然保護条例に基づく保護地区等の指定）で指定し
た釧路小学校環境緑地保護地区の区域を次のとおり変更する。
その区域を示した図面は、北海道環境生活部環境局自然環境課及び北海道釧路総合振興局
保健環境部環境生活課に備え置いて縦覧に供する。
名称 区域
釧路小学校環境緑地保護地区 釧路市浦見２丁目３５及び３６の各一部
平成２３年４月２２日
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北海道知事 高 橋 はるみ

北海道告示第２９８号

昭和４９年北海道告示第１０２１号（北海道自然保護条例に基づく保護地区等の指定）で指定し
た日進小学校のサンナシ記念保護樹木は、その指定を解除する。
その区域を示した図面は、北海道環境生活部環境局自然環境課及び北海道釧路総合振興局
保健環境部環境生活課に備え置いて縦覧に供する。
平成２３年４月２２日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道告示第２９９号

高圧ガス保安法（昭和２６年法律第２０４号）第５８条の３０の３第２項において準用する同法第
５８条の２４の規定により、次のとおり指定保安検査機関業務の廃止の届出があった。

平成２３年４月２２日
北海道知事 高 橋 はるみ

１ 名称
エア・ウォーター・ハローサポート株式会社

２ 代表者の氏名
代表取締役 吉岡信男

３ 所在地
札幌市豊平区月寒東２条１６丁目１番６号

４ 業務の範囲
液化石油ガス保安規則（昭和４１年通商産業省令第５２号）第７８条第４項で規定する特定施
設の保安検査
一般高圧ガス保安規則（昭和４１年通商産業省令第５３号）第８０条第４項で規定する特定施
設の保安検査
５ 廃止年月日
平成２３年４月４日

北海道告示第３００号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、てしおがわ土地改良区
から、次のとおり役員の就任の届出があった。
平成２３年４月２２日

北海道知事 高 橋 はるみ
就任年月日 理事・監事の別 氏 名 住 所

平成２３．３．２６ 理 事 村 中 吉 宏 士別市多寄町３６線西２６番地

北海道告示第３０１号

農林水産大臣から、次のように保安林を指定する予定である旨、森林法（昭和２６年法律第
２４９号）第２９条の規定による通知があった。

平成２３年４月２２日
北海道知事 高 橋 はるみ

１� 保安林予定森林の所在場所 留萌市礼受町８５６（国有林）、７の４８・３６１・７２０（以
上３筆について次の図に示す部分に限る。）、７の５０

� 指 定 の 目 的 土砂の崩壊の防備
� 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 主伐は、択伐による。
� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。


 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。

２� 保安林予定森林の所在場所 島牧郡島牧村字栄浜３８０の１地先（次の図に示す部分
に限る。）、３８０の１、３８１の８、３８１の３１から３８１の３３ま
で

� 指 定 の 目 的 土砂の崩壊の防備
� 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 主伐は、択伐による。
� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。


 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道水産林務部
林務局治山課並びに留萌市役所及び島牧村役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第３０２号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の２の規定により、次のように保安林の指定施業
要件を変更する。
平成２３年４月２２日
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北海道知事 高 橋 はるみ

１ 指定施業要件の変更に係る保
安林の所在場所

山越郡長万部町（次の図に示す部分に限る。）

２ 保安林として指定された目的 風害の防備

３ 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件

� 立 木 の 伐 採 の 方 法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町

村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道渡島総合振

興局産業振興部林務課及び長万部町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第３０３号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、次の道路の供用を開始する。

その関係図面は、北海道建設部土木局道路課及び次の縦覧場所に備え置いて、告示の日か

ら２週間、一般の縦覧に供する。

平成２３年４月２２日

北海道知事 高 橋 はるみ

路線名及び縦覧場所 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の期日
道道 岩見沢石狩線
北海道空知総合振興局
札 幌 建 設 管 理 部

石狩郡新篠津村６９５７番地先から同郡新篠津
村６９５２番２地先まで

平成２３．４．２２

道道 月 形 幌 向 線
北海道空知総合振興局
札 幌 建 設 管 理 部

石狩郡新篠津村５５５８番地先から同郡新篠津
村５５５８番地先まで

同

道道 岩 内 洞 爺 線
北海道後志総合振興局
小 � 建 設 管 理 部

磯谷郡蘭越町字旭台１９６番３０地先から同郡蘭
越町字旭台３３８番１地先まで

同

北海道告示第３０４号

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第５７号）第３条第１項の規

定により、次の区域を急傾斜地崩壊危険区域に指定する。

その関係図面は、北海道建設部土木局砂防災害課及び北海道渡島総合振興局函館建設管理

部に備え置いて縦覧に供する。

平成２３年４月２２日
北海道知事 高 橋 はるみ

南茅部尾札部１０地区急傾斜地崩壊危険区域
次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱１２号までを順次結んだ線及び標柱１号と
標柱１２号とを結んだ線によって囲まれた区域
市 字 地番 標柱番号
函館市 尾札部町 １２２３番１ １
同 同 ２７２７番 ２
同 同 １２０９番４ ３
同 同 １２１２番２ ４
同 同 １１８６番２ ５
同 同 同 ６
同 同 同 ７
同 同 同 ８
同 同 ４８７番 ９
同 同 １１９７番 １０
同 同 １２１３番 １１
同 同 ４３２番１ １２

北海道告示第３０５号

平成２３年北海道告示第７号（平成２３年度及び平成２４年度において競争入札に参加する者に
必要な資格等）の一部を次のように改正する。
平成２３年４月２２日

北海道知事 高 橋 はるみ
第２の２の�のイの�の事項中「第８５号」の次に「又は平成２２年国土交通省告示第１１７５
号」を加え、同２の�のイの�の事項中「就労支援」の次に「（�で平成２２年国土交通省告
示第１１７５号に定める項目に基づき客観的審査を行う場合にあっては、品質向上への努力及び
環境対策への努力のうちＩＳＯ１４００１認証に係る審査項目を除く。）」を加える。

総 合 振 興 局 告 示 及 び
振 興 局 告 示

北海道後志総合振興局告示第３号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
平成２３年４月２２日
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北海道後志総合振興局長 神 耐 三
１ 落札に係る物品等の名称及び数量
広幅複写機の賃貸借 一式（１台の１月当たりの単価及び１メートル当たりの単価）

２ 落札を決定した日
平成２３年４月５日

３ 落札者の氏名及び住所
� 氏 名 株式会社川端文化堂
� 住 所 虻田郡倶知安町北１条西２丁目
４ 落札金額
基本料金 ２７，０００円
１メートルから３００メートルまで ３０円
３０１メートル以上 ２６円

５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成２３年２月２２日付け北海道後志総合振興局告示第５９号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道後志総合振興局小�建設管理部建設行政室建設行政課
� 所在地 小�市奥沢１丁目２１番１号

道教育庁上川教育局告示

北海道教育庁上川教育局告示第３８号

次のとおり一般競争入札により落札者及び随意契約の相手方を決定した。
平成２３年４月２２日

北海道教育庁上川教育局長 菅 沼 肇
１� 落札に係る物品等の名称（１リットル当たりの単価）及び調達予定数量
ア Ａ重油その６（旭川南地域） １６０，０００リットル
イ Ａ重油その７（東川地域） １１２，０００リットル
ウ Ａ重油その８（中川地域） １７，０００リットル
エ Ａ重油その９（美深地域） ２２１，０００リットル
オ Ａ重油その１０（下川地域） ３１，０００リットル
カ Ａ重油その１１（名寄地域） ２１１，０００リットル
キ Ａ重油その１２（士別地域） ５５，０００リットル
ク Ａ重油その１３（富良野地域） １５５，０００リットル

ケ Ａ重油その１４（美瑛地域） ３６，０００リットル
コ Ａ重油その１５（上川地域） ２１，０００リットル

� 落札を決定した日
平成２３年３月２４日

� 落札者の氏名及び住所
ア �のア
� 氏 名 なかせき商事株式会社
� 住 所 稚内市中央５丁目２番３１号
イ �のイ
� 氏 名 北海丸油株式会社
� 住 所 旭川市宮下通１５丁目１２０１－１
ウ �のウ
� 氏 名 天北物産株式会社
� 住 所 中川郡中川町字中川２６２番地
エ �のエ
� 氏 名 株式会社園部商会
� 住 所 中川郡美深町大通南２丁目１１番地
オ �のオ
� 氏 名 石谷商事株式会社
� 住 所 上川郡下川町共栄町２４５番地
カ �のカ、ク、ケ及びコ
� 氏 名 茂田石油株式会社
� 住 所 旭川市住吉４条２丁目８番１３号
キ �のキ
� 氏 名 有限会社ひまわり燃料
� 住 所 士別市西１条１１丁目４５２番地１８４

� 落札金額
ア ７６円５０銭
イ ７７円５０銭
ウ ９１円
エ ８７円
オ ８７円
カ ７６円７０銭
キ ７２円
ク ７７円７０銭
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ケ ７６円６０銭
コ ７７円

� 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

� 一般競争入札の公告
平成２３年２月８日付け北海道教育庁上川教育局告示第３号

２� 随意契約に係る物品等の名称（１リットル当たりの単価）及び調達予定数量
ア Ａ重油その１（特別支援西地域） １７７，０００リットル
イ Ａ重油その２（特別支援東地域） １６６，０００リットル
ウ Ａ重油その３（旭川北地域） ２１９，０００リットル
エ Ａ重油その４（旭川西地域） ９３，０００リットル
オ Ａ重油その５（旭川東地域） １９８，０００リットル

� 随意契約の相手方を決定した日
平成２３年３月２４日

� 随意契約の相手方の氏名及び住所
ア �のア及びウ
� 氏 名 日東石油株式会社
� 住 所 旭川市本町２丁目
イ �のイ
� 氏 名 株式会社旭ダンケ
� 住 所 旭川市東鷹栖東３条４丁目２１６３番地
ウ �のエ
� 氏 名 有限会社三栄石油
� 住 所 旭川市豊岡１４条５丁目３番１４号
エ �のオ
� 氏 名 北海丸油株式会社
� 住 所 旭川市宮下通１５丁目１２０１－１

� 随意契約に係る契約金額
ア ７６円５０銭
イ ７６円５０銭
ウ ７６円５０銭
エ ７６円５０銭
オ ７６円５０銭

� 契約の相手方を決定した手続
随意契約

� 随意契約によった理由
地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の２第１項第８号の規定による。

３ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道教育庁上川教育局道立学校運営支援室
� 所在地 旭川市永山６条１９丁目

北海道教育庁上川教育局告示第３９号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
平成２３年４月２２日

北海道教育庁上川教育局長 菅 沼 肇
１ 落札に係る物品等の名称（１リットル当たりの単価）及び調達予定数量
� 灯油その１（旭川北地域） ９５，６００リットル
� 灯油その２（旭川西地域） ３３，３００リットル
� 灯油その３（旭川東地域） ３６，８００リットル
� 灯油その４（旭川南地域） １９，０００リットル
� 灯油その５（東川地域） ２６，０００リットル
� 灯油その６（中川地域） ６，８００リットル
� 灯油その７（美深地域） １５，５００リットル
� 灯油その８（下川地域） ９，５００リットル
� 灯油その９（名寄地域） １２５，８００リットル
� 灯油その１０（士別地域） ９，８００リットル
	 灯油その１１（富良野地域） ４４，１００リットル
� 灯油その１２（美瑛地域） ６，８００リットル

 灯油その１３（上川地域） ６，７００リットル
２ 落札を決定した日
平成２３年３月２４日

３ 落札者の氏名及び住所
� １の�及び�
ア 氏 名 株式会社狩野燃料店
イ 住 所 旭川市永山３条１８丁目１番１１号

� １の�及び�
ア 氏 名 五東石油株式会社
イ 住 所 旭川市１条通１９丁目右３号

� １の�及び�
ア 氏 名 茂田石油株式会社
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イ 住 所 旭川市住吉４条２丁目８番１３号
� １の�
ア 氏 名 株式会社中川石油
イ 住 所 中川郡中川町字誉３５番地

� １の�
ア 氏 名 株式会社馬場商店
イ 住 所 美深町字大通北２丁目１０番地

� １の�
ア 氏 名 石谷商事株式会社
イ 住 所 上川郡下川町共栄町２４５番地

� １の�
ア 氏 名 株式会社北部菱雄
イ 住 所 士別市大通東１１丁目１６１６番地４

� １の�
ア 氏 名 有限会社ひまわり燃料
イ 住 所 士別市西１条１１丁目４５２番地１８４

� １の	
ア 氏 名 日下石油倉庫株式会社
イ 住 所 富良野市若葉町２番２０号

� １の

ア 氏 名 地崎商事株式会社
イ 住 所 札幌市中央区北１条西３丁目３番地３１

４ 落札金額
� ７８円８０銭
� ７９円
� ７９円
� ７９円５０銭
� ８１円
� ９２円
� ８８円
� ８６円
� ８１円５０銭
� ７８円
	 ８３円５０銭
� ８２円


 ８４円３０銭
５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成２３年２月８日付け北海道教育庁上川教育局告示第４号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道教育庁上川教育局道立学校運営支援室
� 所在地 旭川市永山６条１９丁目

道 人 事 委 員 会 規 則

北海道職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２３年４月２２日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
北海道人事委員会規則１３－７７

北海道職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則
北海道職員の勤務時間、休暇等に関する規則（北海道人事委員会規則１３－４２）の一部を次
のように改正する。
第５条の３中「施設」の次に「、児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１１号）第１９条
第３号に規定する事業における人事委員会が定める活動を行う場所、障害者自立支援法（平
成１７年法律第１２３号）第５条第７項に規定する児童デイサービスを行う事業若しくは同法第
７７条第１項に規定する地域生活支援事業のうち人事委員会が定めるものを行う施設又は人事
委員会が定める事業における放課後等の学習その他の活動を行う場所」を加え、「当該放課
後児童健全育成事業により育成される」を「各事業を利用する」に、「ために赴く」を「た
め赴き、又は見送るため赴く」に改める。
第１１条第１項第２１号中「職員の現住居が滅失し、又は損壊した場合で、職員が当該住居の
復旧作業等のため」を「次のいずれかに該当する場合その他これらに準ずる場合で、職員
が」に改め、同号に次のように加える。
ア 職員の現住居が滅失し、又は損壊した場合で、当該職員がその復旧作業等を行い、
又は一時的に避難しているとき。
イ 職員及び当該職員と同一の世帯に属する者の生活に必要な水、食料等が不足してい
る場合で、当該職員以外にはそれらの確保を行うことができないとき。

第１１条第１項第２３号中「災害時において」を「災害又は交通機関の事故等に際して」に改
める。

附 則
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この規則は、公布の日から施行する。

北海道学校職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２３年４月２２日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
北海道人事委員会規則１３－７８

北海道学校職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則
北海道学校職員の勤務時間、休暇等に関する規則（北海道人事委員会規則１３－４３）の一部
を次のように改正する。
第５条の３中「施設」の次に「、児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１１号）第１９条
第３号に規定する事業における人事委員会が定める活動を行う場所、障害者自立支援法（平
成１７年法律第１２３号）第５条第７項に規定する児童デイサービスを行う事業若しくは同法第
７７条第１項に規定する地域生活支援事業のうち人事委員会が定めるものを行う施設又は人事
委員会が定める事業における放課後等の学習その他の活動を行う場所」を加え、「当該放課
後児童健全育成事業により育成される」を「各事業を利用する」に、「ために赴く」を「た
め赴き、又は見送るため赴く」に改める。
第１１条第１項第２１号中「職員の現住居が滅失し、又は損壊した場合で、職員が当該住居の
復旧作業等のため」を「次のいずれかに該当する場合その他これらに準ずる場合で、職員
が」に改め、同号に次のように加える。
ア 職員の現住居が滅失し、又は損壊した場合で、当該職員がその復旧作業等を行い、
又は一時的に避難しているとき。
イ 職員及び当該職員と同一の世帯に属する者の生活に必要な水、食料等が不足してい
る場合で、当該職員以外にはそれらの確保を行うことができないとき。

第１１条第１項第２３号中「災害時において」を「災害又は交通機関の事故等に際して」に改
める。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

道 監 査 委 員 公 表

監査公表第４号

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の３７第５項の規定により、平成２３年３月２８日
包括外部監査人岩本敏美から、監査の結果に関する報告の提出があったので、同法第２５２条
の３８第３項の規定により次のとおり公表する。
（「次のとおり」は省略し、その関係書類は、北海道監査委員事務局総括監査課、北海道

総務部人事局法制文書課行政情報センター並びに各総合振興局及び振興局（石狩振興局を除
く。）の行政情報コーナーに備え置いて一般の縦覧に供する。）
平２３年４月２２日

北海道監査委員 沢 岡 信 広
北海道監査委員 喜 多 龍 一
北海道監査委員 坂 本 人 士
北海道監査委員 太 田 博

正 誤

○平成２３年２月１８日（第２２５６号）
北海道告示第１０４号（土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の指定）中に次のとお
り誤りがあったので訂正する。
ページ 欄 行
５４ 左 ２７
誤 （�－２４－１３１０）
正 （�－２４－１３１０）

５４ 左 ３５
誤 （�－２４－１３２０）
正 （�－２４－１３２０）
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